長建協発第６８号
平成２１年４月３０日
各　支　部　長　様
社団法人　長崎県建設業協会　　　　
会　　長　谷村隆三　　　　
既存住宅に係る特定の改修工事をした場合の

所得税額の特別控除の創設等について

　かねてより、本会業務の円滑な運営等につきましては、格別のご高配を賜り厚くお礼申し上げます。

　標記について、別添のとおり長崎県土木部住宅課長を通じ国土交通省住宅局住宅総合整備課住宅局住宅生産課より通知がまいっております。
　つきましては、別添資料は、同省ホームページに掲載されておりますので、必要に応じダウンロードしていただくよう貴支部会員へご周知方願います。

· 告示

国土交通省住宅・建築ＨＰ

http://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/index.html
　　　　　↓

基本情報の中の「住宅税制」

　　　　　↓

平成２１年度改正

· 「租税特別措置法第４１条の１９の２…証明書について」は、建築士向けに通知された文書が掲載されておりますが、内容は別添の文書と変わらないとのことです。

また、「住宅に係る耐震改修促進税制（所得税）」の表につきましては、内部資料とのことでホームページには掲載されておりません。
・平成２１年度税制概要
　http://www.mlit.go.jp/page/kanbo01_hy_000255.html
お問い合わせ先


長崎県住宅課まちづくり班　担当：今崎
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